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市川市立塩浜学園における小中一貫教育の推進に関する視察報告 

                   学校教育課 

１ 視察までの経緯 

① 本市における出生数の減少は著しく、少子化が急速に進んでおり、学校教育環境を新たに

見直していく必要がある。 

② 施設面においても余裕が多くあり不経済が目立つ状況。 

③ 教育の質の向上のため、教育カリキュラムの編成等に柔軟性をもつ小中一貫教育の導入に

ついての研究・検討が必要。                                         

２ 視察日程等 

  日時   令和５年 11 月 21 日（火）１３：２０～１６：００ 

  視察校 市川市立塩浜学園（千葉県市川市塩浜４－５－１） 

  訪問者 新村教育長、水野委員、木田委員、栁町委員、沓間委員、森野局長、坂上専門監、山

田指導主事、事務局 1 名 

３ 塩浜学園について 

 位置：市川市の最南端 

（ＪＲ京葉線市川塩浜駅より徒歩 20 分/東京メトロ東西線南行徳駅より徒歩 20 分） 

  

 昭和 56 年 大規模集合住宅「ハイタウン塩浜」完成 

昭和 56 年 塩浜小学校開校   

昭和 57 年 塩浜中学校開校 

        ※33 年を経て住民の高齢化・少子化（平成 26 年 塩浜中学校 生徒数 116 名） 

             

                 

平成 27 年 小中一貫校「塩浜学園」開校 

（施設隣接型 １～４年が小学校校舎、５～９年が中学校校舎） 

平成 28 年 「市川市立塩浜学園」開校（義務教育学校） 

        開校時 前期課程（１～６年）１５３名 

後期課程（７～９年）１６４名 

令和２年  一体型校舎（新校舎）完成 

       敷地面積 ２６，６２８㎡  延床面積 ８，８８３㎡ 総事業費 約３４億円 

学級編成（令和５年４月６日現在） 前期課程 １７９名 後期課程 ２３７名 17 学級 

学年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 合計 

学級数 ２ １ ２ １ １ １ ３ ３ ３ １７学級 

児童生徒数 ３８名 ２８名 ３６名 ３０名 ２７名 ２０名 ７６名 ７１名 ９０名 ４１６名 

P.1

資料１-１

43



2 

 

通学区域 

① 指定校     前期課程：塩浜３，４丁目 ／ 後期課程：塩浜３，４丁目、南行徳３，４丁目 

② 選択地域    前期課程：南行徳３丁目・４丁目  

（指定校は富美浜小学校だが後期課程が塩浜学園のため） 

※指定校変更の条件に関わらず通学先の変更が可能。 

各学年５名前後が利用 

③ 指定校変更  指定校の変更範囲を緩和し、行徳支所管内からの通学も可能（１～９年生共通 

）。前期課程は各学年５名程度、後期課程は３８名（令和５年度）が利用。 

※通常の指定校変更は原則として、やむを得ない場合を除き隣接する通学区

域内に限定。 

  

 

※指定校変更制度 

通常、住所地による指定校に通学することが原則だが、許可基準に該当する事由がある場合

は、指定校の変更に対応するもの。 

 

４ 一貫教育について 

学年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

教育課程の区分 

４－３－２制 

前期課程 

小学校過程に準ずる 

（小学校学習指導要領） 

後期課程 

中学校過程に準ずる 

（中学校学習指導要領） 

Ｓブロック 

４５分授業 

Ｍブロック 

５０分授業 

Ｌブロック 

５０分授業 

指導形態 学級担任制 
（一部教科担任制） 

教科担任制 
 

 

【特色】 

① 教育課程を４－３－２（Ｓ・Ｍ・Ｌブロック）制に区分 

＜メリット＞ 

    ５年生から大きく変化する身体面・情意面・学習面等の発達に即したきめ細やかな対応を 

図ることができる。 

中１ギャップの解消。 

６年生の卒業がないため、３月末まで授業時間の確保ができる。 

＜デメリット＞ 

 小学校文化と中学校文化の融合や義務教育学校ならではの行事の組み方など通常とは違 

う困難さがある。 

    校務の内容の幅広さや特別な教育課程など他校から異動してきた職員は慣れるまで大変。 
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   小学校の卒業式がなく、後期課程に進級しても緊張感や新鮮味がない。また、私立へ進学 

する児童にとっても区切りを持ちにくい。 

   人間関係の固定化。 

② ５年生から一部教科担任制を導入（理科・外国語科・家庭科・音楽・算数ＴＴ） 

＜メリット＞ 

 専門的授業の実施が可能となる。 

M ブロックの職員の負担軽減につながる。 

＜デメリット＞ 

   小中両方の免許保持者の確保が必要。 

③ 異学年の交流の実施（１～９年生の縦割り活動、全校での学校行事等） 

＜メリット＞ 

  ９年生のリーダーシップが培われる。 

人間関係の面で上級生が下級生へ思いやりを持って接し、気遣うことができる。 

下級生が上級生の姿を見て育ち、憧れや先の見通しを持つことができる。 

＜デメリット＞ 

    ９年生がリーダーとなる場面が多く、何役もこなし負担がかかる。 

    ６年生が他の小学校の６年生のような学校の最上級生という責任感が育ちにくい。 

④ ５年生から部活動・生徒会・委員会活動への参加 

＜メリット＞ 

    部活動・生徒会・委員会活動の活性化。 

＜デメリット＞ 

  ５・６年生は中学校の大会・コンクール等に参加できない。（練習のみの参加） 

⑤ 通学区域の緩和 

＜メリット＞ 

       入学希望者の増加。 

＜デメリット＞ 

       現在の学区でうまくいかない児童生徒の転入の増加。 

       （特別な支援を要する児童生徒・不登校が多い。） 

⑥ 一体型校舎の採用 

＜メリット＞ 

  学校全体の一体感が生まれる。 

  行事のときに移動が不要。 

  職員会議を全職員で行える。 

＜デメリット＞ 

  体育の授業で運動場・体育館が重ならないようなコマ組みが必要 
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４ 視察後の所感 

義務教育学校は、教職員が義務教育９年間の全体像を把握することで、子どもたちの発達や理解

の深化に繋がることなど、指導上の効果が明らかである一方、児童にとっては小学校卒業の達成感

や中学校進学の新鮮さがないというデメリットがある。また、小１のような低学年と中３のような高学年

では発達段階に差があるため学年の縦割り活動などに配慮を必要とするなどの課題もある。 

 

学校の統廃合を伴う場合や一体型校舎にする場合、施設利用や教育予算の効率化を図ることが

できる。また、小規模化してクラス替えができない規模の学校が多い本市では、学校の統廃合を伴う

義務教育学校の設置は、十分な集団規模を確保することに繋がる。しかし一方で、子供たちの人間

関係や相互の評価が固定化される懸念があると言われている。 

 なお、南熱海地区において義務教育学校の設置を考えた場合、通学面を考慮すると他地区の学

校を移行させることは現実的ではなく、多賀小学校と多賀中学校のみの移行に留まる。また、塩浜学

園のように学校選択制や指定校変更の制度の利用者も少数となり、児童生徒数の増加は限られる

のではないかと考えられる。 

 

義務教育学校においては中学校段階の指導内容の前倒しも可能であることから、小中一貫教育

を通じた学力水準の向上を図ることも期待できるが、市内に小学校、中学校、義務教育学校が併存

した場合、教育の機会均等という観点からすると学校種別により教育内容に違いが生じる場合があ

り、南熱海地区のみならず、市内全体の保護者への説明を十分に行う必要がある。 

 また、転出入する児童生徒に対し配慮する必要があり、教職員の負担の増加が考えられる。 

 

 以上のことを考慮し、義務教育学校設置にあたっては教職員始め保護者や地域住民とともにメリッ

ト・デメリットを整理し、児童生徒にとって最善の方法となるよう引き続き研究・検討に努めることとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.4



5 

 

【義務教育学校について】 

 学校教育制度の多様化及び弾力化を推進するため、現行の小・中学校に加え、平成２８年度より

小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う「義務教育学校」が新たな学校の種類として規定

された。 

 

うち分校
   平成28('16) 22 − 22 − −
   平成29('17) 48 2 46 − −
   平成30('18) 82 2 80 − −
   令和元('19) 94 3 91 − −
           2('20) 126 4 121 1 1
           3('21) 151 5 145 1 1
           4('22) 178 5 172 1 1
文部科学統計要覧（令和5年版）

私  立

   義務教育学校学校数

区 分 計 国  立 公  立

 

静岡県内の義務教育学校
伊豆市立土肥小中一貫校
川根本町立光の森学園
川根本町立三ツ星学園

伊豆市土肥2701-1
榛原郡川根本町千頭1236-6
榛原郡川根本町上長尾1000
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